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　人事院は2月15日、人事院規則９－３０（特殊勤務手当）を一部改正し、災害応急作業等手当に
ついて、対象職員の拡大、手当額の改定等を行いました。
 
　主なポイントは下記の通りです。
・手当額について、「大規模な災害として人事院が定める災害に係る作業に従事した場合にあっ
ては、1,080円とする」とされました。
・「大規模な災害として人事院が定める災害」については給実甲第1324号に規定されました。
・今回の能登半島地震は「大規模な災害として人事院が定める災害」にあたるため、対象作業に
係る手当額は1,080円となります。
・改正は2024年1月1日からの適用となります。
 
　災害応急作業等手当については、1月19日発出の総務省通知（自治労情報2024第11号）もあわせ
てご参照ください。
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